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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 【連結経営指標等】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第34期中において、株式会社ヴィクトリア、株式会社プラスタス及びゼビオインシュアランスサービス株式

会社を新たに連結の範囲に含めております。 

３．第35期において、ゼビオカード株式会社、株式会社リファイン及び株式会社レオニアンを新たに連結の範囲

に含めております。また、株式会社プラスタスは連結範囲から除外しております。 

４．第35期中において、平成18年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。 

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 50,368 63,293 69,261 121,048 132,227

経常利益 (百万円) 4,082 5,471 5,825 11,112 11,495

中間(当期)純利益 (百万円) 2,435 3,087 3,985 6,996 7,288

純資産額 (百万円) 68,686 75,142 81,781 72,919 78,598

総資産額 (百万円) 105,870 110,812 118,462 117,106 122,080

１株当たり純資産額 (円) 2,252.49 1,640.51 1,785.53 2,387.14 1,716.02

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 79.39 67.41 87.02 228.18 159.13

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) 79.33 67.31 86.97 227.98 158.90

自己資本比率 (％) 64.9 67.8 69.0 62.3 64.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 700 △2,166 △2,007 11,953 7,082

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △200 △5,571 △1,870 △2,278 △14,517

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,652 △721 △687 △2,057 △1,414

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 25,751 26,081 21,114 34,529 25,680

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,073
(3,461)

977
(3,740)

989
(4,183)

997
(3,735)

959
(3,926)



(2) 【提出会社の経営指標等】 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．第35期中において、平成18年４月１日付で株式１株を1.5株に分割しております。 

  

  

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 50,126 50,642 55,386 103,558 103,112

経常利益 (百万円) 4,052 5,125 5,278 9,596 9,737

中間(当期)純利益 (百万円) 2,417 2,959 3,491 5,424 5,394

資本金 (百万円) 15,935 15,935 15,935 15,935 15,935

発行済株式総数 (株) 31,940,682 47,911,023 47,911,023 31,940,682 47,911,023

純資産額 (百万円) 69,009 73,783 78,161 71,688 75,473

総資産額 (百万円) 93,012 97,565 102,952 101,577 105,092

１株当たり配当額 (円) 17.50 15.00 15.00 40.00 30.00

自己資本比率 (％) 74.2 75.6 75.9 70.6 71.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
564

(3,077)
569

(3,267)
609

(3,652)
560

(3,234)
568

(3,407)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  
  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 【連結会社の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であります。なお臨時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人

員を( )内に外数で記載しております。 

２．サービス事業は、研修宿泊事業、事務サービス事業、保険代理事業及びクレジットカード事業からなってお

ります。 

  

(2) 【提出会社の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。なお臨

時雇用者数は、パートタイマー及びアルバイトの１日実働８時間換算人員を( )内に外数で記載しておりま

す。 

  

(3) 【労働組合の状況】 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

一般小売事業 １ スポーツ事業部門 841(3,825)

       ２ ネクスト事業部門 17( 139)

サービス事業 46( 80)

その他共通 85( 139)

合計 989(4,183)

従業員数(人) 609(3,652)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

                       （単位 百万円）

 
  

 
  

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な輸出等による企業収益の拡大に支えられ、設備投資が

概ね堅調に推移したことからも、緩やかに拡大傾向を持続しております。 

 小売業界を取り巻く環境といたしましては、定率減税の廃止による税負担の増加、サブプライムローン問

題に端を発した世界的な金融不安や原油価格の高騰等による景気先行き懸念の影響もあり、個人消費の回復

にはまだ力強さが感じられない状況にあります。また、当中間連結会計期間は、天候不順や記録的な猛暑と

いった消費行動の読みづらい厳しい環境が続きました。 

 このような状況のもと、当社主力事業であるスポーツ事業部門につきましては、前中間連結会計期間と比

較しイベントが少なかったことや天候不順といったマイナス要因があったものの、売上高は、既存店前年同

期比でプラスとなり、ほぼ計画通りの進捗状況となっております。 

  一般スポーツ商品群は、地域別・店舗別のきめ細やかな商品ＭＤの徹底を行ったことにより、学生需要の

取り込みを中心に野球、バスケットボール、アクセサリーといった商品部門が堅調に推移しました。また、

商品構成の強化を行ったアウトドア関連商品群は、主にトレッキング需要における団塊の世代の方々を始め

とした顧客層の拡大につながり、好調に推移いたしました。 

  ゴルフ関連商品群につきましては、春先の動きは低調だったものの、ゴルフ場入場者数の増加及びエント

リー層の拡大など外部環境要因の改善に伴い、ギア、アパレル関連商品共に大きく回復し収益に貢献いたし

ました。 

  ヴィクトリアについては、収益力の改善をテーマに、一般スポーツの商品構成比率の拡大や主力のゴルフ

商品群におけるアパレル、小物関連商品の強化、そして値下げロスの低減等の諸施策を通じて粗利益率の改

善を進めておりますが、当中間連結会計期間においてはほぼ計画通りの進捗状況となっております。また、

首都圏での収益基盤の強化を狙い、新規出店を再開いたしました。今後も既存店の収益性を鑑みながら、効

果的なスクラップ＆ビルドを進めてまいります。 

  ネクスト事業部門は、日本市場向けＭＤの改善とプライスラインの最適化が進んだことに加え、開発商品

の構成比率の向上による買上点数のアップもあり、概ね順調に推移しております。また、９月28日には、プ

レミアムショップとして、ネクスト表参道店をオープンいたしました。創立25周年を迎えた英国ネクストの

リアルテイストアパレルに加え、限定シグネチャーラインの展開など新しいブランドコンセプトの発信基地

として事業全体への波及効果を実現してまいります。 

 クレジットカード事業については、当中間連結会計期間末の会員数が22万人超となりました。また、６月

末よりヴィクトリアカードの会員募集も開始し、グループ全体でのロイヤルカスタマー獲得を推進しており

ます。今後も新たな会員向けサービスの拡充等によるカード利用促進策を通じて収益力の改善を進めてまい

ります。 

 

 

 

 

連   結 売上高 経常利益 中間純利益
平成19年９月期実績 69,261 5,825 3,985
平成18年９月期実績 63,293 5,471 3,087

前中間期比 109.4％ 106.5％ 129.1％

個   別 売上高 経常利益 中間純利益
平成19年９月期実績 55,386 5,278 3,491
平成18年９月期実績 50,642 5,125 2,959

前中間期比 109.4％ 103.0％ 118.0％



  店舗の状況につきましては、当中間連結会計期間において、スーパースポーツゼビオ４店舗、ネクスト１

店舗、ヴィクトリア１店舗を出店し合計６店舗を出店いたしました。退店はスクラップ＆ビルドなどにより

スーパースポーツゼビオ１店舗、ネクスト１店舗、ヴィクトリア３店舗となりました。これにより、当中間

連結会計期間末における当社の店舗数は前連結会計年度末に比べて１店舗増加し、グループの店舗数は、

194店舗となりました。また、売場面積は前連結会計年度末に比べて2,832坪増加して109,326坪となりまし

た。当中間連結会計期間においては、６月にスーパースポーツゼビオとヴィクトリアゴルフの初の共同出店

店舗として、スーパースポーツゼビオヴィスポ横須賀を出店いたしました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は69,261百万円（前年同期比9.4％

増）、営業利益は5,101百万円（同6.2％増）、経常利益は5,825百万円（同6.5％増）、中間純利益は3,985

百万円（同29.1％増）となりました。 

   

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
  当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の中間期末残高は、21,114百万円となり前連結会計年

度末に比べ4,565百万円減少いたしました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、2,007百万円の支出となりました。これは、税金等調整前中間純

利益6,509百万円、たな卸資産の減少による増加514百万円と仕入債務の減少による減少5,890百万円ならび

に法人税等の支払額1,891百万円などによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、1,870百万円の支出となりました。これは、新規出店に伴う有形

固定資産の取得による支出1,690百万円、敷金・保証金の差入による支出614百万円などが主な要因でありま

す。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、687百万円の支出となりました。これは配当金の支払額686百万円

などが主な要因であります。 

  

区分
前中間連結
会計期間 
(百万円)

当中間連結
会計期間 
(百万円)

前連結 
会計年度 
(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,166 △2,007 7,082

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,571 △1,870 △14,517

財務活動によるキャッシュ・フロー △721 △687 △1,414

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 ― 0

現金及び現金同等物の減少額 △8,448 △4,565 △8,849

現金及び現金同等物の期首残高 34,529 25,680 34,529

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 26,081 21,114 25,680



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産、受注実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 商品部門別仕入実績 

  

 
(注) １．「その他計」は、食材等の仕入を含んでおります。 

２．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 商品部門別販売実績 

  

 
(注) １．「その他計」は、食材等の販売及び宿泊事業等を含んでおります。 

２．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 事業部門別販売実績 

  

 
(注) １．記載金額に消費税等は含まれておりません。 

２．サービス事業は、研修宿泊事業、事務サービス事業、保険代理事業及びクレジットカード事業からなってお

ります。 

  

部門 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

 ウィンタースポーツ 521 1.2 84.4

 ゴルフ 10,642 24.9 114.6

 アスレチック 15,393 36.0 112.9

 トレーニングウェア 7,278 17.0 119.1

 アウトドア・その他 7,228 16.9 124.1

スポーツ用品・用具計 41,065 96.0 115.7

ファッション衣料計 891 2.1 124.7

その他計 810 1.9 110.2

合計 42,767 100.0 115.8

部門 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

 ウィンタースポーツ 211 0.3 107.3

 ゴルフ 17,103 24.7 107.3

 アスレチック 25,346 36.6 108.4

 トレーニングウェア 12,519 18.0 106.5

 アウトドア・その他 11,272 16.3 119.7

スポーツ用品・用具計 66,453 95.9 109.5

ファッション衣料計 1,785 2.6 112.5

その他計 1,023 1.5 101.9

合計 69,261 100.0 109.4

事業部門の名称 金額(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

１ 一般小売事業

スポーツ事業部門 67,122 97.0 109.1

ネクスト事業部門 1,588 2.3 114.8

メンズ事業部門 91 0.1 97.3

２ サービス事業 459 0.6 169.1

合計 69,261 100.0 109.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設のうち当中間連結会計期間において、完了

した主な設備は次のとおりであります。 

  

・提出会社の新設計画 

 
(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

建物及び
構築物 
(百万円)

車両運搬具
及び 

器具備品 
(百万円)

敷金・
保証金 
(百万円)

合計
(百万円)

完了年月
売場面積
(㎡)

スーパースポーツゼビオ 
新さっぽろ店 
（北海道札幌市厚別区）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 64 41 36 142 平成19年４月 4,340

スーパースポーツゼビオ 
モルエ室蘭中島店 
（北海道室蘭市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 47 66 257 372 平成19年４月 3,016

スーパースポーツゼビオ 
五所川原エルム店 
（青森県五所川原市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 74 58 24 156 平成19年４月 2,831

スーパースポーツゼビオ 
ヴィスポ横須賀店 
（神奈川県横須賀市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 157 52 95 304 平成19年６月 1,980

ネクスト 
表参道店 
（東京都渋谷区）

ネクスト 
事業部門

店舗設備 93 2 75 171 平成19年９月 429



(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画等は次のとおりであります。 

  

・提出会社の新設計画 

 
(注) 投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

・連結子会社の新設計画 

 
(注) 投資予定金額は、敷金、保証金を含んでおります。なお記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

・提出会社の除却計画 

 
(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

・連結子会社の除却計画 

 
(注) 記載金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月

完成後の
増加能力 
(売場面積)

(㎡)
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

スーパースポーツゼビオ 
オプシア鹿児島店 
（鹿児島県鹿児島市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 462 100 自己資金 平成19年９月平成19年11月 5,382

スーパースポーツゼビオ 
滝川店 
（北海道滝川市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 160 ― 自己資金 平成19年11月平成19年12月 1,650

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月

完成後の
増加能力 
(売場面積)

(㎡)
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

ヴィクトリアゴルフ  
佐賀店 
（佐賀県佐賀市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 104 ― 自己資金 平成20年１月平成20年３月 990

ヴィクトリアゴルフ  
三鷹店 
（東京都三鷹市）

スポーツ 
事業部門

店舗設備 374 60 自己資金 平成20年１月平成20年３月 1,485

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の
内容

帳簿価額
(百万円)

完了年月
売場面積
(㎡)

スーパースポーツゼビオ 
滝川店 
（北海道滝川市）

スポーツ 事業部門 店舗設備 4 平成19年11月 594

事業所名 
(所在地)

事業の種類 
の名称

設備の
内容

帳簿価額
(百万円)

除却等の 
予定年月

売場面積
(㎡)

ヴィクトリアゴルフ  
浦和三室店 
（埼玉県さいたま市緑区）

スポーツ 事業部門 店舗設備 ― 平成20年３月 561

ヴィクトリアゴルフ  
佐賀店 
（佐賀県佐賀市）

スポーツ 事業部門 店舗設備 ― 平成20年３月 380



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 135,000,000

計 135,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,911,023 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 47,911,023 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成17年６月29日定時株主総会決議 

  
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) (注)１               1,698 1,590

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)

254,700 238,500
なお、当社が株式分割又は株
式併合を行う場合、次の算式
により目的となる株式の数を
調整するものとする。ただ
し、かかる調整は、本件新株
予約権のうち、当該時点で行
使されていない新株予約権の
目的となる株式の数について
行われ、調整の結果生じる１
株未満の株式については、こ
れを切り捨てるものとする。 
調整後株式数＝調整前株式数
×分割・併合の比率

同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２               2,787 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月１日
至 平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 2,787
資本組入額 1,394

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受け
た者は、権利行使時におい
ても、当社及び子会社の取
締役、従業員の地位にある
ことを要する。ただし、取
締役又は従業員の地位を失
った場合であっても、取締
役の任期満了等の正当な理
由による退任、又は従業員
の定年、会社都合等の正当
な理由による退職の場合に
はこの限りではない。

② 新株予約権者が死亡した
場合、相続人が新株予約権
を承継しこれを行使するこ
とができる。

③ その他の条件について
は、当定時株主総会及び新
株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する
「新株予約権付与契約」に
定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

 ２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
 ３．平成17年12月20日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を1.5株に分

割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 
       該当事項はありません。 

  

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行 
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 
行使価額

＝
調整前 
行使価額

×
時   価

既発行株式数＋新規発行株式数



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．当中間会計期間末現在における上記信託銀行３行の信託業務に係る株式数については、当社として把握する

ことができないため記載しておりません。 

２．上記のほか当社所有の自己株式2,108千株( 4.4％)があります。 

３．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会

社、野村信託銀行株式会社から、平成19年２月22日付で提出された大量保有報告書により平成19年２月15日

現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 ― 47,911,023 ― 15,935 ― 15,907

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社サンビック 福島県郡山市虎丸町１－９ 8,252 17.2

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 4,637 9.7

財団法人諸橋近代美術館 福島県郡山市虎丸町６－16 4,500 9.4

有限会社ティー・ティー・シー 福島県郡山市虎丸町６－16 4,121 8.6

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 4,078 8.5

諸 橋 輝 子 福島県郡山市 1,392 2.9

諸 橋 友 良 福島県郡山市 1,172 2.4

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 1,022 2.1

諸 橋 寛 子 福島県郡山市 900 1.9

ハイアット 
（常任代理人  株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

P.O.BOX  2992  RIYADH  11169  KINGDOM  OF 
SAUDI ARABIA 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

670 1.4

計 ― 30,748 64.2

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 17 0.04

NOMURA INTERNATIONAL PLC
Nomura House 1,St.Martin's-le Grand 
London EC1A 4NP,England

9 0.02

野村アセットマネジメント 
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目12番１号 3,894 8.13

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 29 0.06



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個)含まれておりま

す。 

２．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が98株、証券保管振替機構名義の株式が50株、そ

れぞれ含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,108,500

― ―

完全議決権株式(その他)(注)１ 普通株式45,720,900 457,209 ―

単元未満株式(注)２ 普通株式    81,623 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数         47,911,023 ― ―

総株主の議決権 ― 457,209 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
ゼビオ株式会社

福島県郡山市朝日
  三丁目７番35号

2,108,500 ― 2,108,500 4.4

計 ― 2,108,500 ― 2,108,500 4.4

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,390 3,300 3,310 3,460 3,430 3,030

最低(円) 3,010 2,955 2,930 3,020 2,865 2,615



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期

間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 30,581 21,614 26,180

 ２ 受取手形及び売掛金 2,460 4,512 3,667

 ３ 有価証券 499 499 499

  ４ 営業貸付金 ― 1,055 470

 ５ たな卸資産 27,249 30,542 31,057

 ６ その他 2,282 2,538 2,310

   貸倒引当金 △1 △113 △25

   流動資産合計 63,072 56.9 60,651 51.2 64,159 52.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 10,557 13,031 12,992 

  (2) 土地 7,470 14,590 14,585

  (3) その他 2,316 20,344 18.4 2,548 30,170 25.5 2,188 29,765 24.4

 ２ 無形固定資産 1,059 0.9 997 0.8 1,075 0.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,230 952 1,144

  (2) 差入保証金 9,849 9,533 9,693

  (3) 敷金 10,039 9,911 9,718

  (4) その他 ※１ 5,516 6,334 6,630

   貸倒引当金 △301 26,335 23.8 △87 26,643 22.5 △108 27,079 22.1

   固定資産合計 47,739 43.1 57,811 48.8 57,920 47.4

   資産合計 110,812 100.0 118,462 100.0 122,080 100.0



 
  

  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形、支払信託 
   及び買掛金

21,342 23,768 29,658

 ２ 未払法人税等 2,010 2,295 2,021

 ３ 賞与引当金 573 625 559

 ４ 役員賞与引当金 7 7 10

 ５ ポイントサービス 
   引当金

1,884 1,848 1,840

 ６ その他 3,178 4,019 4,033

   流動負債合計 28,996 26.2 32,564 27.5 38,123 31.2

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,399 713 1,427

 ２ 役員退職慰労引当金 65 40 71

 ３ 事業再構築引当金 964 ― ―

 ４ 負ののれん 3,458 2,593 3,026

 ５ その他 785 768 833

   固定負債合計 6,672 6.0 4,116 3.5 5,358 4.4

   負債合計 35,669 32.2 36,681 31.0 43,482 35.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 15,935 14.4 15,935 13.4 15,935 13.1

 ２ 資本剰余金 16,086 14.5 16,087 13.6 16,086 13.2

 ３ 利益剰余金 46,916 42.3 53,729 45.4 50,430 41.3

 ４ 自己株式 △4,029 △3.6 △4,038 △3.4 △4,036 △3.3

   株主資本合計 74,909 67.6 81,714 69.0 78,416 64.3

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

233 0.2 67 0.0 182 0.1

   評価・換算差額等 
   合計

233 0.2 67 0.0 182 0.1

   純資産合計 75,142 67.8 81,781 69.0 78,598 64.4

   負債純資産合計 110,812 100.0 118,462 100.0 122,080 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 63,293 100.0 69,261 100.0 132,227 100.0

Ⅱ 売上原価 39,721 62.8 43,141 62.3 82,606 62.5

   売上総利益 23,571 37.2 26,120 37.7 49,620 37.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 18,766 29.6 21,018 30.3 39,453 29.8

   営業利益 4,805 7.6 5,101 7.4 10,167 7.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 59 89 131

 ２ 受取配当金 10 9 14

 ３ 不動産賃貸収入 507 499 997

 ４ 為替差益 10 ― 11

 ５ 負ののれん償却額 432 432 864

 ６ その他 88 1,108 1.7 146 1,175 1.7 217 2,238 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 不動産賃貸費用 429 428 890

 ２ その他 12 441 0.7 23 451 0.7 18 909 0.7

   経常利益 5,471 8.6 5,825 8.4 11,495 8.7

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 16 172

 ２ 預り保証金解約益 ― ― 5

 ３ 事業再構築引当金 
   戻入益

84 ― 750

 ４ 子会社株式売却益 95 ― 95

 ５ 厚生年金基金代行 
   返上益       

― 779 ―

 ６ その他 15 195 0.3 4 800 1.2 30 1,053 0.8

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 24 76 241

 ２ 災害損失 0 ― ―

 ３ 減損損失 ※３ 80 ― 631

 ４ 前期損益修正損 ※４ 342 ― 342

 ５ 閉店損失 47 ― 66

 ６ 厚生年金基金清算損 ― 41 ―

 ７ その他 50 545 0.8 ― 117 0.2 120 1,402 1.1

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

5,121 8.1 6,509 9.4 11,146 8.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,873 2,156 3,774

   法人税等調整額 159 2,033 3.2 366 2,523 3.6 83 3,857 2.9

   中間(当期)純利益 3,087 4.9 3,985 5.8 7,288 5.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 15,935 16,086 44,527 △3,995 72,554

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △687 △687

 役員賞与 (注) △11 △11

 中間純利益 3,087 3,087

 自己株式の取得 △34 △34

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円）

0 2,389 △34 2,354

平成18年９月30日残高（百万円） 15,935 16,086 46,916 △4,029 74,909

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高（百万円） 365 365 72,919

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 (注) △687

 役員賞与 (注) △11

 中間純利益 3,087

 自己株式の取得 △34

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△132 △132 △132

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△132 △132 2,222

平成18年９月30日残高（百万円） 233 233 75,142



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高（百万円） 15,935 16,086 50,430 △4,036 78,416

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △687 △687

 中間純利益 3,985 3,985

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 1 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円）

― 0 3,298 △1 3,297

平成19年９月30日残高（百万円） 15,935 16,087 53,729 △4,038 81,714

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高（百万円） 182 182 78,598

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △687

 中間純利益 3,985

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△114 △114 △114

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円）

△114 △114 3,182

平成19年９月30日残高（百万円） 67 67 81,781



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 15,935 16,086 44,527 △ 3,995 72,554

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 687 △ 687

 剰余金の配当 △ 687 △ 687

 役員賞与（注） △ 11 △ 11

 当期純利益 7,288 7,288

 自己株式の取得 △ 41 △ 41

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)

  連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
－ 0 5,903 △ 41 5,862

平成19年３月31日残高（百万円） 15,935 16,086 50,430 △ 4,036 78,416

評価・換算差額等

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 365 365 72,919

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 687

 剰余金の配当 △ 687

 役員賞与（注） △ 11

 当期純利益 7,288

 自己株式の取得 △ 41

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)
△ 183 △ 183 △ 183

  連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
△ 183 △ 183 5,678

平成19年３月31日残高（百万円） 182 182 78,598



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

5,121 6,509 11,146

   減価償却費 973 1,275 2,297

   減損損失 80 ― 631

   負ののれん償却額 △ 432 △ 432 △ 864

   ポイントサービス引当金の 
   増加額

248 8 203

   退職給付引当金の増減額 
   （減少：△）

75 △ 713 103

   役員退職慰労引当金の 
   増減額（減少：△）

7 △ 30 13

   受取利息及び受取配当金 △ 69 △ 98 △ 146

   為替差益 △ 12 ― △ 1

   固定資産除却損 24 76 252

   子会社株式売却益 △ 95 ― △ 95

   売上債権の増減額(増加：△) 145 △ 845 △ 1,052

   営業貸付金の増加額 ― △ 585 △ 470

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

2,783 514 △ 1,024

   仕入債務の増減額(減少：△) △ 7,350 △ 5,890 966

   未払金の増減額(減少：△) △ 1,147 △ 238 162

   未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

△ 38 185 △ 276

   その他 △ 395 113 △ 786

    小計 △ 80 △ 152 11,058

   利息及び配当金の受取額 22 36 38

   法人税等の支払額 △ 2,108 △ 1,891 △ 4,014

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 2,166 △ 2,007 7,082

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △ 4,500 △ 500 △ 1,000

   定期預金の払戻による収入 500 500 1,000

   有形固定資産の取得による 
   支出

△ 1,522 △ 1,690 △ 15,612

   無形固定資産の取得による 
   支出

△ 313 △ 92 △ 883

   敷金・保証金の差入による 
   支出

△ 667 △ 614 △ 1,529

   敷金・保証金の返還による 
   収入

974 584 1,663

   その他 △ 42 △ 56 1,844

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 5,571 △ 1,870 △ 14,517



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   自己株式の取得による支出 △ 34 △ 2 △ 41

   自己株式の売却による収入 0 1 0

   配当金の支払額 △ 686 △ 686 △ 1,373

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 721 △ 687 △ 1,414

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

10 ― 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ 8,448 △ 4,565 △ 8,849

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 34,529 25,680 34,529

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
  (期末)残高

※１
26,081 21,114 25,680



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

(1) 連結子会社の数 ５社
  連結子会社名
   清稜山株式会社
   ゼビオビジネスサー

ビス株式会社
   株式会社ヴィクトリ

ア
   ゼビオインシュアラ

ンスサービス株式会
社

   ゼビオカード株式会
社

ゼビオカード株式会社
については、当中間連
結会計期間において新
たに設立し、連結の範
囲に含めております。
連結子会社であった株
式会社プラスタスは保
有株式を全て売却した
ことに伴い当中間連結
会計期間より連結の範
囲から除外しておりま
す。

(1) 連結子会社の数 ７社
 連結子会社名
  清稜山株式会社
  ゼビオビジネスサー

ビス株式会社
  株式会社ヴィクトリ

ア
  ゼビオインシュアラ

ンスサービス株式会
社

  ゼビオカード株式会
社
株式会社リファイン
株式会社レオニアン

(1) 連結子会社の数 ７社
 連結子会社名
  清稜山株式会社
  ゼビオビジネスサー

ビス株式会社
  株式会社ヴィクトリ

ア
  ゼビオインシュアラ

ンスサービス株式会
社

  ゼビオカード株式会
社
株式会社リファイン
株式会社レオニアン

このうち、ゼビオカー
ド株式会社については
新たに設立したことに
より、株式会社リファ
イン及び株式会社レオ
ニアンについては株式
取得に伴い、当連結会
計年度から連結子会社
に含めております。ま
た、連結子会社であっ
た株式会社プラスタス
は保有株式を全て売却
したことにより、連結
子会社から除外してお
ります。

(2) 非連結子会社の名称等
  株式会社カイザー
  ・連結の範囲から除い

た理由
非連結子会社株式会
社カイザーは、小規
模会社であり同社の
総資産、売上高、中
間純損失及び利益剰
余金等は中間連結財
務諸表に重要な影響
を及ぼしていないた
めであります。

(2) 非連結子会社の名称等
 株式会社カイザー
 ・連結の範囲から除い

た理由
同左

(2) 非連結子会社の名称等
 株式会社カイザー
 ・連結の範囲から除い

た理由
非連結子会社株式会
社カイザーは、小規
模会社であり同社の
総資産、売上高、当
期純損失及び利益剰
余金等は連結財務諸
表に重要な影響を及
ぼしていないためで
あります。

２ 持分法の適用に関
する事項

非連結子会社株式会社カイ
ザーは、小規模会社であり
当社の中間純利益及び利益
剰余金等に及ぼす影響が軽
微であるため、持分法の適
用範囲から除外しておりま
す。

同左 非連結子会社株式会社カイ
ザーは、小規模会社であ
り、当社の当期純利益及び
利益剰余金等に及ぼす影響
が軽微であるため、持分法
の適用範囲から除外してお
ります。

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

連結子会社の中間決算日
は、中間連結決算日と一致
しております。

連結子会社の中間決算日
は、株式会社レオニアン
（３月31日）を除き、中間
連結決算日と一致しており
ます。なお、連結子会社株
式会社レオニアンについて
は、中間連結決算日で本決
算に準じた仮決算を行った
中間財務諸表を基礎として
連結決算を行っておりま
す。

連結子会社の決算日は、株
式会社レオニアン（９月30
日）を除き、連結決算日と
一致しております。なお、
連結子会社株式会社レオニ
アンについては、連結決算
日で本決算に準じた仮決算
を行った財務諸表を基礎と
して連結決算を行っており
ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ①有価証券
  満期保有目的の債券
  …償却原価法(定額法)

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左

  その他有価証券
   時価のあるもの

…中間連結決算日の
市場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は、全部純資産
直入法により処理
し、売却原価は主
として移動平均法
により算定)

 その他有価証券
   時価のあるもの

…同左

 その他有価証券
  時価のあるもの

…連結決算日の市場
価格等に基づく時
価 法 ( 評 価 差 額
は、全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は主
として移動平均法
により算定)

   時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

  時価のないもの
   …同左

  時価のないもの 
   …同左

②デリバティブ
 …時価法

②デリバティブ
―――――

②デリバティブ
    同左

③たな卸資産
商品…主として個別法

による原価法

③たな卸資産
 商品…同左

③たな卸資産
 商品…同左

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

①有形固定資産及び賃貸
不動産(投資その他の
資産「その他」)

  …定率法
なお、主な耐用年数
は、以下のとおりであ
ります。
建物及び構築物 

３～50年
器具備品(その他)

３～20年

―――――

 …同左
  同左

(会計方針の変更) 
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律  
平成19年３月30日  法律第
６号)及び(法人税法施行令
の一部を改正する政令  平
成19年３月30日  政令第83
号))に伴い、平成19年４月
１日以降に取得した有形固
定資産（附属設備以外の建
物を除く。）及び賃貸不動
産については、改正後の法
人税法に基づく方法に変更
しております。 
これによる損益に与える影
響は軽微であります。

 …同左 
  同左

―――――



 
  

項目
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

 ②無形固定資産 
  …定額法

なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。

②無形固定資産
  …同左 
  同左

②無形固定資産
 …同左 

  同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

 ①貸倒引当金
…売上債権等の貸倒損
失に備えるため、一
般債権については貸
倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込額
を計上しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基
準

①貸倒引当金
 …同左

(3) 重要な引当金の計上基
準

①貸倒引当金
 …同左

 ②賞与引当金
…従業員に対して支給
する賞与の支出に充
てるため、支給見込
額基準により計上し
ております。

②賞与引当金
  …同左

②賞与引当金 
  …同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③役員賞与引当金 
  …役員に対して支給する
   賞与の支出に充てるた
   め、当連結会計年度に
   おける支給見込額に基
   づき、当中間連結会計
   期間に見合う分を計上
   しております。

③役員賞与引当金
  …同左

③役員賞与引当金 
  …役員に対して支給する
   賞与の支出に充てるた
   め、当連結会計年度に
      おける支給見込額を計
      上しております。

(会計方針の変更) 
当中間連結会計期間より
「役員賞与に関する会計基
準」(企業会計基準委員会
平成17年11月29日 企業会
計基準第４号)を適用して
おります。 
これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前中間
純利益は７百万円減少して
おります。

―――― （会計方針の変更） 
当連結会計年度より「役員
賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用してお
ります。 
これにより営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期
純利益は10百万円減少して
おります。

④ポイントサービス引当
金
…会員カードによるポ
イントサービス制度
に基づき、顧客に付
与したポイントの利
用に備えるため、利
用実績率に基づき将
来利用されると見込
まれる額を計上して
おります。

④ポイントサービス引当
金
…同左

④ポイントサービス引当
金
…同左

 ⑤退職給付引当金
…従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各連結会計年度
の発生時における従
業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年
数(10年)による定額
法により按分した額
をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から損
益処理しておりま
す。

⑤退職給付引当金
…同左

⑤退職給付引当金
…従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき計上しておりま
す。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各連結会計年度
の発生時における従
業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年
数(10年)による定額
法により按分した額
をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から損
益処理しておりま
す。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報）
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間連結会計期間末日現
在において測定された返還
相当額(最低責任準備金)は
1,180百万円であり、当該
返還相当額（最低責任準備
金）の支払が当中間連結会
計期間末日に行われたと仮
定して、「退職給付会計に
関する実務指針(中間報
告)」（日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第13
号）第44-２項を適用した
場合に生じる特別利益の見
込額は807百万円でありま
す。

（追加情報）
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成19年４月１日に厚生労
働大臣から返上の認可を受
けました。当中間連結会計
期間における損益に与えて
いる影響額は、特別利益と
して779百万円計上してお
ります。

(追加情報) 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当連結会計年度末日現在に
おいて測定された返還相当
額(最低責任準備金)は1,213
百万円であり、当該返還相
当額（最低責任準備金）の
支払が当連結会計年度末日
に行われたと仮定して、
「退職給付会計に関する実
務指針(中間報告)」（日本
公認会計士協会会計制度委
員会報告第13号）第44-２項
を適用した場合に生じる特
別利益の見込額は780百万円
であります。

⑥役員退職慰労引当金
…役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
内規に基づく中間連
結会計期間末要支給
額を計上しておりま
す。

⑥役員退職慰労引当金
…同左

⑥役員退職慰労引当金
…役員の退職慰労金の
支出に備えるため、
内規に基づく連結会
計年度末要支給額を
計上しております。

⑦事業再構築引当金
…事業再構築に関連し
て発生する損失に備
えるため、損失見込
額を計上しておりま
す。

⑦事業再構築引当金
―――――

⑦事業再構築引当金
…事業再構築に関連し
て発生する損失に備
えるため、損失見込
額を計上しておりま
す。なお、事業再構
築の計画の完了に伴
い、当連結会計年度
において全額を取崩
しております。

(4) 中間連結財務諸表の作
成の基礎となった連結
会社の中間財務諸表の
作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産
及び負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損
益として処理しており
ます。

(4) 中間連結財務諸表の作
成の基礎となった連結
会社の中間財務諸表の
作成に当たって採用し
た重要な外貨建の資産
及び負債の本邦通貨へ
の換算の基準

―――――

(4) 連結財務諸表の作成の
基礎となった連結会社
の財務諸表の作成に当
たって採用した重要な
外貨建の資産及び負債
の本邦通貨への換算の
基準
外貨建金銭債権債務
は、連結会計年度末日
の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差
額は損益として処理し
ております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっ
ております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。なお、仮払消費
税等及び仮受消費税等
は相殺のうえ、流動負
債の「その他」に含め
て表示しております。

(6) その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項

同左

(6) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項
消費税等の会計処理 
…税抜方式

５ 中間連結キャッ
シュ・フロー計
算書(連結キャッ
シュ・フロー計
算書)における資
金の範囲

手許現金、要求払預金及
び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか
負わない取得日から３カ
月以内に満期日の到来す
る流動性の高い短期投資
からなっております。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計処理の変更） 

 
  

(表示方法の変更) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当中間連結会計期間から「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月９日 企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は75,142百万円であり
ます。 
中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に 
関する会計基準等） 
当連結会計年度から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は、78,598百万円であ
ります。 
連結財務諸表規則の改正により、当
連結会計年度における連結財務諸表
は、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

（企業結合に係る会計基準等） 
当中間連結会計期間から「企業結合
に係る会計基準」（企業会計審議会
平成15年10月31日）及び「事業分離
等に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 平成17年12月27日 企業
会計基準第７号）並びに「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月27日 企業会計
基準適用指針第10号）を適用してお
ります。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
中間連結財務諸表規則の改正による
中間財務諸表の表示に関する変更は
以下のとおりであります。 
（中間連結貸借対照表） 
「連結調整勘定」は、当中間連結会
計期間から「負ののれん」として表
示しております。 
（中間連結損益計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当中間
連結会計期間から「負ののれん償却
額」として表示しております。 
（中間連結キャッシュ・フロー計算
書） 
「連結調整勘定償却額」は、当中間
連結会計期間から「負ののれん償却
額」として表示しております。

――――― （企業結合に係る会計基準等） 
当連結会計年度から「企業結合に係
る会計基準」（企業会計審議会 平
成15年10月31日）及び「事業分離等
に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成17年12月27日 企業会
計基準第７号）並びに「企業結合会
計基準及び事業分離等会計基準に関
する適用指針」（企業会計基準委員
会 最終改正平成18年12月22日 企
業会計基準適用指針第10号）を適用
しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
（連結貸借対照表） 
「連結調整勘定」は、当連結会計年
度から「負ののれん」として表示し
ております。 
（連結損益計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当連結
会計年度から「負ののれん償却額」
として表示しております。 
（連結キャッシュ・フロー計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当連結
会計年度から「負ののれん償却額」
として表示しております。 
連結財務諸表規則の改正により、当
連結会計年度における連結財務諸表
は、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 
前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ
ュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて表示して
おりました「未払金の増減額(減少：△)」（前中間連結
会計期間135百万円）については、重要性が増したため
当中間連結会計期間より区分掲記しております。

―――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 17,378百万円
賃貸不動産 2,748百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 18,280百万円
賃貸不動産 3,014百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 17,426百万円
賃貸不動産 2,969百万円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳

広告宣伝費 1,425百万円
給料手当等 5,869百万円
賞与引当金 
繰入額

530百万円

役員賞与引当金 
繰入額

7百万円

退職給付引当金 
繰入額

116百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

7百万円

減価償却費 951百万円
賃借料 4,998百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳

広告宣伝費 1,725百万円
給料手当等 6,575百万円
賞与引当金
繰入額

506百万円

役員賞与引当金
繰入額

7百万円

退職給付費用 127百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

6百万円

減価償却費 1,229百万円
賃借料 5,111百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
内訳

広告宣伝費 3,264百万円
給料手当等 12,767百万円
賞与引当金
繰入額

517百万円

役員賞与引当金
繰入額

10百万円

退職給付費用 222百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

13百万円

減価償却費 2,230百万円
賃借料 9,954百万円

※２ 固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 10百万円

その他 13百万円

合計 24百万円

※２ 固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 63百万円

その他 13百万円

合計 76百万円

※２ 固定資産除却損の内訳
建物及び構築物 187百万円

その他 54百万円

合計 241百万円

 

※３ 減損損失
当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失
を計上いたしました。

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び 
土地等

賃貸店舗等店舗設備等 建物等

   当社グループは、各店舗設備
単位を資産グループとして減
損会計を適用しております。
減損は業績不振等を要因とし
ており、各資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
（80百万円）として特別損失
に計上いたしました。その内
訳は、建物14百万円、土地65
百万円及びその他０百万円で
あります。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。

 

※３     ――――

   
   

 

※３ 減損損失
当連結会計年度において、当
社グループは以下の資産グル
ープについて減損損失を計上
いたしました。

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等店舗設備等 建物等

  当社グループは、各店舗設備
単位を資産グループとして減
損会計を適用しております。
減損は業績不振等を要因とし
ており、各資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
（631百万円）として特別損
失に計上いたしました。その
内訳は、建物334百万円、構
築物６百万円、器具備品110
百万円、土地65百万円、賃貸
不動産12百万円及びその他
101百万円であります。

  なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを11.0％で割り引
いて算定しております。

※４ 前期損益修正損は、前期のポ
イントサービス引当金繰入額
の修正によるものでありま
す。

※４    ――――
 
   

※４ 前期損益修正損は、前期のポ
イントサービス引当金繰入額
の修正によるものでありま
す。

         



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加      15,970千株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加        699千株 

 単元未満株式の買取による増加    8千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による売渡  0千株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注)  １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

    ２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

     増加は、株式分割によるものであります。 

     減少は、権利失効によるものであります。 

     なお、権利行使期間の初日は到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 31,940 15,970 ― 47,911

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,398 708 0 2,106

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高(千円)

前連結会
計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社 平成17年度新株予約権 普通株式 193,300 96,650 25,500 264,450 ―

合計 193,300 96,650 25,500 264,450 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 687 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 687 15.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取による増加    0千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による売渡  0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注)  １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

   ２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

     減少は、権利失効によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 47,911 ― ― 47,911

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 2,108 0 0 2,108

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高(千円)

前連結会
計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社 平成17年度新株予約権 普通株式 261,450 ― 6,750 254,700 ―

合計 261,450 ― 6,750 254,700 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 687 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 687 15.00 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 株式分割による増加        699千株 

 単元未満株式の買取による増加    10千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の売却による減少    0千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注)  １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  ２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

     増加は、株式分割によるものであります。 

     減少は、権利失効によるものであります。 

     なお、権利行使期間の初日は到来しておりません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 31,940 15,970 ― 47,911

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,398 709 0 2,108

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会
計年度末

増加 減少
当連結会 
計年度末

提出会社 平成17年度新株予約権 普通株式 193,300 96,650 28,500 261,450 ―

合計 193,300 96,650 28,500 261,450 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 687 22.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 687 15.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 687 15.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係

現金及び 
預金勘定

30,581百万円

預入期間が 
３カ月を超える 
定期預金

△4,500百万円

現金及び 
現金同等物

26,081百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期
末残高と中間連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額
との関係

現金及び
預金勘定

21,614百万円

預入期間が
３カ月を超える
定期預金

△500百万円

現金及び
現金同等物

21,114百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残
高と連結貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

26,180百万円

預入期間が
３カ月を超える 
定期預金

△500百万円

現金及び
現金同等物

25,680百万円



(リース取引関係) 

  
 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引   

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

 

①  リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間連結会計期間末残高相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

(有形

固定資

産)そ

の他

4,423 2,781 119 1,522

 

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間連結会計期間末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

(有形

固定資

産)そ

の他

3,760 1,996 178 1,584

 

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

(有形

固定資

産)そ

の他

3,468 1,704 184 1,579

 

② 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額及びリース
資産減損勘定中間連結会計期
間末残高 
未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額

１年内 592百万円
１年超 1,253百万円
合計 1,845百万円
リース資産減損
勘定中間連結会
計期間末残高

69百万円

 

② 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額及びリース
資産減損勘定中間連結会計期
間末残高 
未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額

１年内 583百万円
１年超 1,257百万円
合計 1,840百万円
リース資産減損
勘定中間連結会
計期間末残高

93百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期
末残高

未経過リース料期末残高相当
額

１年内 559百万円
１年超 1,265百万円
合計 1,825百万円
リース資産減損
勘定期末残高 119百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 414百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

19百万円

減価償却費相当
額

364百万円

支払利息相当額 28百万円
減損損失 ―百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 343百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

25百万円

減価償却費相当
額

295百万円

支払利息相当額 27百万円
減損損失 ―百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 744百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

38百万円

減価償却費相当
額

652百万円

支払利息相当額 50百万円
減損損失 69百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
…同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
…同左

⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

⑤ 利息相当額の算定方法
…同左

⑤ 利息相当額の算定方法 
…同左

 

２ オペレーティング・リース取引 
未経過リース料

 １年内 318百万円
 １年超 2,867百万円
 合計 3,185百万円

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

 １年内 443百万円
 １年超 3,128百万円
 合計 3,571百万円

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 445百万円
１年超 3,355百万円
合計 3,801百万円



次へ 

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は中間連結決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減
損処理しております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処
理することとしております。 

  
当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は中間連結決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減
損処理しております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処
理することとしております。 

  
前連結会計年度末(平成19年３月31日) 
１. 時価のある有価証券 
  

 
  
２. 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式についての減損処理はありません。 

なお、時価のある銘柄は連結決算日における時価が帳簿価額を30％以上下回っている銘柄について一律減損処
理しております。また、時価のない銘柄は、帳簿価額に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理す
ることとしております。 

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 824 1,216 391

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 13

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 824 937 112

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 13

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 824 1,130 305

内容
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャル・ペーパー 449

(2) その他有価証券

非上場株式 13



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

 
(注) １．時価の算出方法 

  時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

２．契約額等の( )内の金額はオプション料を記載しておりますが、通貨オプション取引はいわゆるゼロコスト

オプション取引であり、オプション料の授受はありません。 

  当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

    当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

    当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

   

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

対象物の 
種類

取引の種類

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

オプション取引

買建コール USD

通貨 米ドル 1百万 3 △5 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(8)

売建プット USD

米ドル 2百万 0 31 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(31)

金利 スワップ取引 ― ― ― ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 ― ― 26 ─ ─ ─ ─ ─ ─



(セグメント情報) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19

年４月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31

日) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

一般小売事業部門の売上高、営業利益の金額が、それぞれ売上高合計、営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益合計額の90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

【所在地別セグメント情報】 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,640円51銭 １株当たり純資産額 1,785円53銭 １株当たり純資産額 1,716円02銭

１株当たり中間純利益金
額

67円41銭
１株当たり中間純利益金
額

87円02銭
１株当たり当期純利益 
金額

159円13銭

 

 

 

 

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額

67円31銭

 
当社は、平成18年４月１日付で普通株
式１株に対し普通株式1.5株の割合で
株式分割を行いました。 
  前期首に当該株式分割が行われたと
仮定した場合における前中間連結会計
期間における１株当たり情報について
は、以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 1,501円66銭

１株当たり中間純利益金
額

52円92銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額

52円89銭

 

 

 

 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額

86円97銭

 
 

 

 

 

 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

158円90銭

当社は、平成18年４月１日付で株式１
株につき1.5株の株式分割を行ってお
ります。 
  なお、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の前連結会計年度
における１株当たり情報については、
以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 1,591円43銭

１株当たり当期純利益金
額

152円12銭

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

151円99銭

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益(百万円) 3,087 3,985 7,288

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益
(百万円)

3,087 3,985 7,288

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,807 45,802 45,805

潜在株式調整後１株当たり中間 
(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

普通株式増加数(千株) 69 26 63

(うち新株予約権(千株)) (69) (26) (63)
希薄化効果を有しない為、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概
要

――――― ――――― ―――――



(重要な後発事象) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― 
 

―――――
 

（退職給付会計関係） 
確定給付企業年金法の施行に伴い、
厚生年金基金の代行部分について、
平成19年４月１日付で厚生労働大臣
から過去分返上の認可を受けており
ます。 
これに伴い、当社は「退職給付会計
に関する実務指針（中間報告）」
（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第13号）第44－２項に基づ
き、代行部分過去分返上認可の日に
おいて、代行部分にかかる退職給付
債務の消滅及びこれに伴う損益を認
識いたしました。 
当該損益は、平成20年３月期の決算
において、780百万円を代行返上益と
して特別利益に計上する予定であり
ます。 
なお、当社では平成19年４月１日付
で代行部分の過去分を返上し、確定
給付企業年金制度へ移行するととも
に、退職金制度をポイント制に変更
しております。 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 27,945 18,568 21,210

  ２  受取手形 8 ― ―

 ３ 売掛金 1,835 2,096 2,162

 ４ 有価証券 499 499 499

 ５ たな卸資産 20,611 23,281 23,868

 ６ 関係会社短期貸付金 ― 5,161 5,380

 ７ その他 1,946 2,018 2,461

   貸倒引当金 △1 △26 △17

   流動資産合計 52,845 54.2 51,600 50.1 55,564 52.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 8,651 9,347 9,291

  (2) 土地 6,981 6,264 6,259

  (3) その他 2,632 2,848 2,561

   有形固定資産合計 18,265 18.7 18,460 17.9 18,112 17.2

 ２ 無形固定資産 728 0.7 715 0.7 766 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,229 950 1,143

  (2) 長期貸付金 1,579 96 110

  (3) 関係会社    
    長期貸付金

― 6,322 4,479

  (4) 差入保証金 8,682 8,510 8,614

  (5) 敷金 7,202 7,741 7,479

  (6) その他 ※１ 7,334 8,650 8,932

   貸倒引当金 △302 △94 △111

   投資その他の 
   資産合計

25,726 26.4 32,176 31.3 30,648 29.2

   固定資産合計 44,720 45.8 51,352 49.9 49,527 47.1

   資産合計 97,565 100.0 102,952 100.0 105,092 100.0



 
  
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 2,046 2,049 2,956

 ２ 支払信託 9,255 10,935 12,524

 ３ 買掛金 5,124 4,997 6,556

 ４ 未払法人税等 1,940 2,220 1,900

 ５ 賞与引当金 434 467 424

 ６ 役員賞与引当金 7 7 10

 ７ ポイントサービス 
   引当金

655 487 445

 ８ その他 2,345 2,267 2,695

   流動負債合計 21,809 22.4 23,431 22.8 27,513 26.2

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 1,396 711 1,424

 ２ 役員退職慰労引当金 65 40 71

 ３ 預り保証金 440 514 490

 ４ その他 69 93 119

   固定負債合計 1,972 2.0 1,359 1.3 2,105 2.0

   負債合計 23,781 24.4 24,791 24.1 29,619 28.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 15,935 16.3 15,935 15.5 15,935 15.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 15,907 15,907 15,907

  (2) その他資本剰余金 179 180 179

   資本剰余金合計 16,086 16.5 16,087 15.6 16,086 15.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 802 802 802

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 40,850 44,850 40,850

    繰越利益剰余金 3,904 4,456 5,652

   利益剰余金合計 45,557 46.7 50,109 48.7 47,304 45.0

 ４ 自己株式 △4,029 △4.1 △4,038 △3.9 △4,036 △3.8

   株主資本合計 73,550 75.4 78,094 75.9 75,291 71.6

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

233 0.2 67 0.0 182 0.2

   評価・換算差額等合計 233 0.2 67 0.0 182 0.2

   純資産合計 73,783 75.6 78,161 75.9 75,473 71.8

   負債純資産合計 97,565 100.0 102,952 100.0 105,092 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 50,642 100.0 55,386 100.0 103,112 100.0

Ⅱ 売上原価 31,514 62.2 34,452 62.2 63,975 62.0

   売上総利益 19,128 37.8 20,933 37.8 39,137 38.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５ 14,233 28.1 16,066 29.0 29,972 29.1

   営業利益 4,894 9.7 4,867 8.8 9,165 8.9

Ⅳ 営業外収益 ※１ 578 1.1 746 1.3 1,272 1.2

Ⅴ 営業外費用
※２ 

※５
347 0.7 335 0.6 699 0.7

   経常利益 5,125 10.1 5,278 9.5 9,737 9.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 20 0.1 792 1.4 197 0.2

Ⅶ 特別損失
※４ 

※６
98 0.2 104 0.1 687 0.7

   税引前中間(当期) 
   純利益

5,046 10.0 5,966 10.8 9,247 8.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,839 2,112 3,681

   法人税等調整額 247 2,086 4.2 362 2,474 4.5 171 3,853 3.7

   中間(当期)純利益 2,959 5.8 3,491 6.3 5,394 5.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

   

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他 
資本剰余金

資本剰余金 
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計
別途積立金

繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高 
（百万円）

15,935 15,907 179 16,086 802 36,650 5,843 43,296 △3,995 71,323

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 (注) △687 △687 △687

 役員賞与 (注) △11 △11 △11

 中間純利益 2,959 2,959 2,959

 別途積立金の積立 4,200 △4,200 ― ―

 自己株式の取得 △34 △34

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

中間会計期間中の変動 
額合計（百万円）

― ― 0 0 ― 4,200 △1,938 2,261 △34 2,226

平成18年９月30日残高 
（百万円）

15,935 15,907 179 16,086 802 40,850 3,904 45,557 △4,029 73,550

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 
（百万円）

365 365 71,688

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 (注) △687

 役員賞与 (注) △11

 中間純利益 2,959

 別途積立金の積立 ―

 自己株式の取得 △34

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

△132 △132 △132

中間会計期間中の変動 
額合計（百万円）

△132 △132 2,094

平成18年９月30日残高 
（百万円）

233 233 73,783



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他 
資本剰余金

資本剰余金 
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計
別途積立金

繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高 
（百万円）

15,935 15,907 179 16,086 802 40,850 5,652 47,304 △4,036 75,291

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 △687 △687 △687

 中間純利益 3,491 3,491 3,491

 別途積立金の積立 4,000 △4,000 ― ―

 自己株式の取得 △2 △2

 自己株式の処分 0 0 1 1

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

中間会計期間中の変動 
額合計（百万円）

－ － 0 0 － 4,000 △1,195 2,804 △1 2,803

平成19年９月30日残高 
（百万円）

15,935 15,907 180 16,087 802 44,850 4,456 50,109 △4,038 78,094

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高 
（百万円）

182 182 75,473

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 △687

 中間純利益 3,491

 別途積立金の積立 ―

 自己株式の取得 △2

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目 
 の中間会計期間中 
 の変動額(純額)

△114 △114 △114

中間会計期間中の変動 
額合計（百万円）

△114 △114 2,688

平成19年９月30日残高 
（百万円）

67 67 78,161



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   

   

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高（百万円） 15,935 15,907 179 16,086

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 (注)

 剰余金の配当 

 役員賞与（注）

 当期純利益

 別途積立金の積立 (注)

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計（百万円） － － 0 0

平成19年３月31日残高（百万円） 15,935 15,907 179 16,086

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 802 36,650 5,843 43,296 △3,995 71,323

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △687 △687 △687

  剰余金の配当  △687 △687 △687

 役員賞与（注） △11 △11 △11

 当期純利益 5,394 5,394 5,394

 別途積立金の積立 (注) 4,200 △4,200 － －

 自己株式の取得 △41 △41

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計（百万円） － 4,200 △191 4,008 △41 3,967

平成19年３月31日残高（百万円） 802 40,850 5,652 47,304 △4,036 75,291

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 365 365 71,688

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △687

 剰余金の配当  △687

 役員賞与（注） △11

 当期純利益 5,394

 別途積立金の積立 (注) －

 自己株式の取得 △41

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△183 △183 △183

事業年度中の変動額合計（百万円） △183 △183 3,784

平成19年３月31日残高（百万円） 182 182 75,473



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
  満期保有目的の債券
  …償却原価法(定額法)
  子会社株式
  …移動平均法による原

価法
  その他有価証券
   時価のあるもの
   …中間決算日の市場

価格等に基づく時
価 法 ( 評 価 差 額
は、全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により算
定)

   時価のないもの
   …移動平均法による

原価法

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左
 子会社株式
 …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
  …同左

  
  
  
  
  
  
 

時価のないもの
  …同左
  

(1) 有価証券
 満期保有目的の債券
 …同左
 子会社株式
 …同左

 その他有価証券
  時価のあるもの
  …決算日の市場価格

等に基づく時価法
(評価差額は、全
部純資産直入法に
より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定)

  時価のないもの
  …同左

(2) デリバティブ 
  …時価法

(2) デリバティブ
―――――

(2) デリバティブ
…同左

(3) たな卸資産
  商品…個別法による原

価法

(3) たな卸資産
 商品…同左

(3) たな卸資産
 商品…同左

２ 固定資産の減価償
却の方法

 

 

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…定率法
なお、主な耐用年数
は、以下のとおりであ
ります。
建物及び 
構築物

３～50年

器具備品 
(その他)

３～20年

―――――

 

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…同左

(会計方針の変更) 
法人税法の改正((所得税法
等の一部を改正する法律  
平成19年３月30日  法律第
６号)及び(法人税法施行令
の一部を改正する政令  平
成19年３月30日  政令第83
号))に伴い、平成19年４月
１日以降に取得した有形固
定資産（附属設備以外の建
物を除く。）及び賃貸不動
産については、改正後の法
人税法に基づく方法に変更
しております。 
これによる損益に与える影
響は軽微であります。

(1) 有形固定資産及び賃貸
不動産
…同左

―――――



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産
…定額法
なお、自社利用のソフ
トウェアについては、
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用しておりま
す。

(2) 無形固定資産
  …同左

(2) 無形固定資産 
  …同左

(3) 長期前払費用 
  …定額法

(3) 長期前払費用
…同左

(3) 長期前払費用
…同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  …売上債権等の貸倒損

失に備えるため、一
般債権については貸
倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込額
を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金
…同左

(1) 貸倒引当金
…同左

(2) 賞与引当金
  …従業員に対して支給

する賞与の支出に充
てるため、支給見込
額基準により計上し
ております。

(2) 賞与引当金
  …同左

(2) 賞与引当金
 …同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 役員賞与引当金
  …役員に対して支給す

る賞与の支出に充て
るため、当事業年度
における支給見込額
に基づき、当中間会
計期間に見合う分を
計上しております。

（会計方針の変更） 
当中間会計期間より「役員
賞与に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用してお
ります。 
この結果、従来の方法に比
べて、営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益が、
７百万円減少しておりま
す。

(3) 役員賞与引当金
 …同左

――――

(3) 役員賞与引当金
 …役員に対して支給す

る賞与の支出に充て
るため、支給見込額
に基づき、当事業年
度に見合う分を計上
しております。

（会計方針の変更） 
当事業年度より「役員賞与
に関する会計基準」（企業
会計基準委員会 平成17年
11月29日 企業会計基準第
４号）を適用しておりま
す。 
この変更により、営業利
益、経常利益及び税引前当
期純利益が、10百万円減少
しております。

(4) ポイントサービス引当
金

  …会員カードによるポ
イントサービス制度
に基づき、顧客に付
与したポイントの利
用に備えるため、利
用実績率に基づき将
来利用されると見込
まれる額を計上して
おります。

(4) ポイントサービス引当
金

 …同左

(4) ポイントサービス引当
金

 …同左

(5) 退職給付引当金
  …従業員の退職給付に

備えるため、当事業
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づ
き、当中間会計期間
末において発生して
いると認められる額
を計上しておりま
す。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各事業年度の発
生時における従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により按分した額を
それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理
しております。

(5) 退職給付引当金
 …同左

(5) 退職給付引当金
 …従業員の退職給付に

備えるため、当事業
年度末における退職
給付債務及び年金資
産の見込額に基づき
計上しております。
過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10
年)による定額法に
より費用処理してお
ります。
数理計算上の差異
は、各事業年度の発
生時における従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により按分した額を
それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理
しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当中間会計期間末日現在に
おいて測定された返還相当
額 (最低責任準備金 )は
1,180百万円であり、当該
返還相当額(最低責任準備
金)の支払が当中間会計期
間末日に行われたと仮定し
て、「退職給付会計に関す
る実務指針(中間報告)」
(日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第13号)第
44-２項を適用した場合に
生じる特別利益の見込額は
807百万円であります。

（追加情報）
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成19年４月１日に厚生労
働大臣から返上の認可を受
けました。当中間会計期間
における損益に与えている
影響額は、特別利益として
779百万円計上しておりま
す。

（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金
法の施行に伴い、厚生年金
基金の代行部分について、
平成17年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務
免除の認可を受けておりま
す。
当事業年度末日現在におい
て測定された返還相当額
(最低責任準備金)は1,213
百万円であり、当該返還相
当額(最低責任準備金)の支
払が当事業年度末日に行わ
れたと仮定して、「退職給
付会計に関する実務指針
(中間報告)」(日本公認会
計士協会会計制度委員会報
告第13号)第44-２項を適用
した場合に生じる特別利益
の見込額は780百万円であ
ります。

(6) 役員退職慰労引当金
  …役員の退職慰労金の

支出に備えるため、
内規に基づく中間会
計期間末要支給額を
計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金
 …同左

(6) 役員退職慰労引当金
 …役員の退職慰労金の

支出に備えるため、
内規に基づく事業年
度末要支給額を計上
しております。

４ 外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。

――――― 外貨建金銭債権債務は、決
算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。

５ リース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同左 同左  

６ その他中間財務
諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な
事項

(1) 消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は
税抜方式によっており
ます。
なお、仮払消費税等及
び仮受消費税等は相殺
のうえ、流動負債の
「その他」に含めて表
示しております。

(1) 消費税等の処理方法
同左

(1) 消費税等の処理方法
…税抜方式



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（会計処理の変更） 

 
  

（表示方法の変更） 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当中間会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は73,783百万円であり
ます。 
中間財務諸表等規則の改正により、
当中間会計期間における中間財務諸
表は、改正後の中間財務諸表等規則
により作成しております。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
当事業年度から「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準第５号）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準適用指針第８号）
を適用しております。 
これによる損益に与える影響はあり
ません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に
相当する金額は75,473百万円であり
ます。 
財務諸表等規則の改正により、当事
業年度における財務諸表について
は、改正後の財務諸表等規則により
作成しております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

―――――

―――――

（中間貸借対照表）
前中間会計期間において流動資産の「その他」に含めて表
示しておりました「関係会社短期貸付金」（前中間会計期
間36百万円）については、資産総額の100分の５超となっ
たため、当中間会計期間より区分掲記しております。

前中間会計期間において投資その他の資産の「長期貸付
金」に含めて表示しておりました「関係会社長期貸付金」
（前中間会計期間1,454百万円）については、資産総額の
100分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記
しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 14,270百万円
賃貸不動産 3,358百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 15,059百万円
賃貸不動産 3,646百万円

※１ 有形固定資産及び賃貸不動産
の減価償却累計額は次のとお
りであります。
有形固定資産 14,339百万円
賃貸不動産 3,591百万円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 56百万円
不動産賃貸収入 423百万円
為替差益 10百万円
有価証券利息 8百万円

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 155百万円
不動産賃貸収入 463百万円

※１ 営業外収益の主な内訳
受取利息 195百万円
不動産賃貸収入 861百万円
為替差益 11百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 342百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 328百万円

※２ 営業外費用の主な内訳
不動産賃貸費用 694百万円

 

※３ 特別利益の主な内訳
固定資産売却益 15百万円

※３ 特別利益の主な内訳
厚生年金代行返上
益

779百万円

※３ 特別利益の主な内訳
貸倒引当金戻入益 172百万円

 

※４ 特別損失の主な内訳
減損損失 80百万円
固定資産除却損 17百万円

※４ 特別損失の主な内訳
固定資産除却損 63百万円
厚生年金基金清算
損

41百万円

※４ 特別損失の主な内訳
減損損失 401百万円
固定資産除却損 215百万円
割増退職金 70百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 703百万円
無形固定資産 77百万円
賃貸不動産 41百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 879百万円
無形固定資産 106百万円
賃貸不動産 55百万円

※５ 減価償却実施額
有形固定資産 1,605百万円
無形固定資産 196百万円
賃貸不動産 87百万円

 

※６ 減損損失
   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備
建物及び
土地等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

   当社は、各店舗設備単位を資
産グループとして減損会計を
適用しております。減損は業
績不振等を要因としており、
各資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失（80百万
円）として特別損失に計上い
たしました。その内訳は、建
物14百万円、土地65百万円及
びその他０百万円でありま
す。

   なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを5.0％で割り引
いて算定しております。

 

※６     ――――
   

   
   

 

※６  減損損失
  当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて
減損損失を計上いたしまし
た。

場所 用途 種類

営業店舗 店舗設備 建物等

賃貸店舗等 店舗設備等 建物等

  当社は、各店舗設備単位を資
産グループとして減損会計を
適用しております。減損は業
績不振等を要因としており、
各資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失（401百
万円）として特別損失に計上
いたしました。その内訳は、
建物139百万円、構築物３百
万円、器具備品82百万円、土
地65百万円、賃貸不動産12百
万円及びその他97百万円であ
ります。

  なお、資産グループの回収可
能価額は使用価値等により測
定しており、将来キャッシ
ュ・フローを11.0％で割り引
いて算定しております。



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   株式分割による増加        699千株 

   単元未満株式の買取による増加    8千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による売渡  0千株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取による増加    0千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による売渡  0千株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   株式分割による増加         699千株 

   単元未満株式の買取による増加    10千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の売却による減少     0千株 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株） 1,398 708 0 2,106

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株） 2,108 0 0 2,108

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 1,398 709 0 2,108



(リース取引関係) 

  

 
  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間会計期間末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額

 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間会計

期間末 

残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

その他
3,640 2,215 119 1,305

 

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間会計

期間末 

残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

その他
3,179 1,661 178 1,339

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

 

期末残高

相当額 

(百万円)

有形固

定資産

その他
2,912 1,399 184 1,328

 

② 未経過リース料中間会計期間
末残高相当額及びリース資産
減損勘定中間会計期間末残高 
未経過リース料中間会計期間
末残高相当額

１年内 443百万円
１年超 1,007百万円
合計 1,450百万円
リース資産減損
勘定中間会計期
間末残高

69百万円

 

② 未経過リース料中間会計期間
末残高相当額及びリース資産
減損勘定中間会計期間末残高 
未経過リース料中間会計期間
末残高相当額

１年内 484百万円
１年超 1,061百万円
合計 1,545百万円
リース資産減損
勘定中間会計期
間末残高

93百万円

 

② 未経過リース料期末残高相当
額及びリース資産減損勘定期
末残高
未経過リース料期末残高相当
額

１年内 465百万円
１年超 1,073百万円
合計 1,539百万円

リース資産減損
勘定期末残高

119百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 303百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額

19百万円

減価償却費相当
額

267百万円

支払利息相当額 13百万円
減損損失 ―百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 275百万円
リース資産減損
勘定の取崩額

25百万円

減価償却費相当
額

234百万円

支払利息相当額 16百万円
減損損失 ―百万円

 

③ 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料 570百万円
リース資産減損 
勘定の取崩額

38百万円

減価償却費相当
額

500百万円

支払利息相当額 28百万円
減損損失 69百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

⑤ 利息相当額の算定方法
…同左

⑤ 利息相当額の算定方法 
…同左

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

 １年内 117百万円
 １年超 1,652百万円
 合計 1,769百万円

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

 １年内 242百万円
 １年超 2,113百万円
 合計 2,356百万円

 

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料
１年内 245百万円
１年超 2,240百万円
合計 2,485百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において第36期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― 
 

―――――
 

（退職給付会計関係） 
確定給付企業年金法の施行に伴い、
厚生年金基金の代行部分について、
平成19年４月１日付で厚生労働大臣
から過去分返上の認可を受けており
ます。 
これに伴い、当社は「退職給付会計
に関する実務指針（中間報告）」
（日本公認会計士協会会計制度委員
会報告第13号）第44－２項に基づ
き、代行部分過去分返上認可の日に
おいて、代行部分にかかる退職給付
債務の消滅及びこれに伴う損益を認
識いたしました。 
当該損益は、平成20年３月期の決算
において、780百万円を代行返上益と
して特別利益に計上する予定であり
ます。 
なお、当社では平成19年４月１日付
で代行部分の過去分を返上し、確定
給付企業年金制度へ移行するととも
に、退職金制度をポイント制に変更
しております。 

① 中間配当金総額 687百万円

② １株当たり配当額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月７日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第35期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第35期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年７月27日 
関東財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第35期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年10月９日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられているゼビオ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務

諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１９年１２月７日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているゼビオ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３５期事業年度

の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  
  
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１８年１２月１１日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



 

  

 

ゼ  ビ  オ  株  式  会  社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられているゼビオ株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第３６

期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸

表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、ゼビオ株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
  
  
  
  
  

 
  

独立監査人の中間監査報告書

平成１９年１２月７日

  取   締   役   会  御中 

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員

業務執行社員
公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞

指定社員

業務執行社員
公認会計士  御 子 柴     顯  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	(1)連結経営指標等
	(2)提出会社の経営指標等

	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況
	(1)連結会社の状況
	(2)提出会社の状況
	(3)労働組合の状況


	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/65
	pageform2: 2/65
	form1: EDINET提出書類  2007/12/13 提出
	form2: ゼビオ株式会社(431142)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/65
	pageform4: 4/65
	pageform5: 5/65
	pageform6: 6/65
	pageform7: 7/65
	pageform8: 8/65
	pageform9: 9/65
	pageform10: 10/65
	pageform11: 11/65
	pageform12: 12/65
	pageform13: 13/65
	pageform14: 14/65
	pageform15: 15/65
	pageform16: 16/65
	pageform17: 17/65
	pageform18: 18/65
	pageform19: 19/65
	pageform20: 20/65
	pageform21: 21/65
	pageform22: 22/65
	pageform23: 23/65
	pageform24: 24/65
	pageform25: 25/65
	pageform26: 26/65
	pageform27: 27/65
	pageform28: 28/65
	pageform29: 29/65
	pageform30: 30/65
	pageform31: 31/65
	pageform32: 32/65
	pageform33: 33/65
	pageform34: 34/65
	pageform35: 35/65
	pageform36: 36/65
	pageform37: 37/65
	pageform38: 38/65
	pageform39: 39/65
	pageform40: 40/65
	pageform41: 41/65
	pageform42: 42/65
	pageform43: 43/65
	pageform44: 44/65
	pageform45: 45/65
	pageform46: 46/65
	pageform47: 47/65
	pageform48: 48/65
	pageform49: 49/65
	pageform50: 50/65
	pageform51: 51/65
	pageform52: 52/65
	pageform53: 53/65
	pageform54: 54/65
	pageform55: 55/65
	pageform56: 56/65
	pageform57: 57/65
	pageform58: 58/65
	pageform59: 59/65
	pageform60: 60/65
	pageform61: 61/65
	pageform62: 62/65
	pageform63: 63/65
	pageform64: 64/65
	pageform65: 65/65


